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令和２年１０月２９日に菅総理が「２０５０年カーボンニュートラル」の達成を目指す

ことを表明して以降、日本全体が脱炭素社会の実現に向けて急速に動き始めています。 

本県においても、第５期大分県地球温暖化対策実行計画に「２０５０年二酸化炭素排出

実質ゼロ」を明記し、地球温暖化対策を加速していくこととしています。 

国においては、温暖化への対応を産業構造や社会経済の変革の機会と捉え、昨年末には

グリーン成長戦略を策定するなど、脱炭素への対応により経済と環境の好循環を生み出す

ため、様々な施策の検討が進められています。 

本県としても、この変革を、地方創生や県内企業の新たなビジネスチャンスにつながる

ものと捉え、第一弾として、以下の取り組みを進めていきます。 
 
１ 都市からの人の流れをつくる低炭素型イノベーションハブの創出 

脱炭素社会における、新たな人の流れをつくり出す地方創生のモデルを大分県から創

り出していきます。具体的には、環境への負荷を限りなく減らすとともに、都市圏から

人を呼び込み、その周辺地区の住民との交流を生み出し、新たなイノベーションのハブ

となるような地区を、担い手となる企業、市町村とともに創り出していきます。 
 
２ 県施設全体の電力調達カーボンニュートラル化 

県施設全体の電力調達カーボンニュートラル化の実現を目指します。 

特に、新技術開発等に取り組む中小企業が入居するとともに、広く県内企業が利用し

ている大分県産業科学技術センターについては、全体に先駆けて準備を進めることによ

り、カーボンニュートラルな製品開発という価値を県内企業に提供していきます。 
 
３ 「水素関連産業分科会（仮称）」の設置（大分県エネルギー産業企業会） 

水素は発電だけでなく産業や運輸など幅広い活用が可能であり、脱炭素社会における

キーテクノロジーに位置づけられています。 

本県は、九州唯一の大分コンビナートから全国の約１０％に相当する副生水素が発生

するほか、全国１位の地熱エネルギーをはじめとした豊富な再生可能エネルギーを有す

るなど、様々な形で水素を供給できる可能性を有しています。その特長を踏まえ、新た

に大分県エネルギー産業企業会内に「水素関連産業分科会（仮称）」を設置し、水素の供

給から利活用まで、県内における関連する産業の育成に向けた取組を開始します。 
 
４ 地域と共生する持続的な再生可能エネルギー事業 

再生可能エネルギー自給率全国１位の本県として、今後も、引き続き、地域と共生す

る持続的な再生可能エネルギー事業を進めていきます。 
 
５ ＥＳＧ投資の観点による企業誘致 

気候変動リスクへの対応などにより、国内でもＥＳＧ投資に対する関心が高まってい

ます。今後は、環境負荷の低減に取り組む企業の誘致など、ＥＳＧ投資の観点を取り入

れた企業誘致にも取り組んでいきます。 
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